
 

 

◆貸借対照表の科目解説◆ 

資産の部 

 固定資産 

 有形固定資産 

事業用資産 インフラ資産及び物品以外の有形固定資産 

インフラ資産 システムまたはネットワークの一部であり、性質が特

殊なもので代替的利用ができないこと、移動させるこ

とができないこと、処分に関し制約をうける有形固定

資産 

物品 自治法第２３９第１項に規定するもので、取得価額ま

たは見積価格が５０万円（美術品は３００万円）以上

の資産 

無形固定資産 

ソフトウェア コンピューターに一定の仕事を行わせるためのプログ

ラム 

その他 ソフトウェア以外の無形固定資産 

投資その他の資産 

投資及び出資金 有価証券・出資金であり、有価証券は満期保有目的有

価証券及び満期保有目的以外の有価証券。出資金には

自治法第２３８条第１項第７号により出損金も含む。 

投資損失引当金 出資金の内、連結対象団体及び会計に対するものにつ

いて、実質価額が３０％以上低下した場合に、実質価

額と取得価額の差額 

長期延滞債権 債権回収予定日から１年以上経過した未回収の債権 

長期貸付金 自治法第２４０条第１項に規定する債権である貸付金

の内、流動資産に区分されるもの以外のもの 

基金 基金の内、流動資産に区分されるもの以外のもの 

徴収不能引当金 長期延滞債権・長期貸付金に対し、過去の徴収不能実

積率により算定したもの 

流動資産 

 現金預金 現金及び現金同等物 

未収金 現年調定の収入未済額 

短期貸付金 翌年度に償還期限が到来するもの 

基金 財政調整基金及び減債基金。減債基金は１年に取り崩

す予定のあるもの 

棚卸資産 売却を目的として保有している資産 



 

 

 

徴収不能引当金 未収金・短期貸付金に対し、過去の徴収不能実積率に

より算定したもの 

負債の部 

 固定負債 

 地方債 償還予定が１年超のもの 

長期未払金 自治法第２１４条に規定する債務負担行為で確定債務

と見なされるもの及びその他の確定債務のうち流動負

債に区分されるもの以外のもの 

退職手当引当金 期末時点で職員が自己都合退職した場合の要支給額 

損失補償等引当金 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のう

ち、地方公共団体財政健全化法上、将来負担比率の算

定に含めた将来負担額 

流動負債 

 １年内償還予定地

方債 

１年以内に償還予定の地方債 

未払金 役務の提供が完了しその支払いが未済のもの 

未払費用 役務の提供が継続中でその支払いが未済のもの 

前受金 対価の収受があり役務の提供を行っていないもの 

前受収益 対価の収受があり役務の提供が継続中のもの 

賞与等引当金 在籍者に対する６月支給予定の期末・勤勉手当総額と

それらに係る法定福利費相当額を加算した額の４／６ 

預り金 第三社から寄託された資産に係る見返負債 

純資産の部 

 固定資産等形成分 資産形成のために充当した資源の蓄積 

余剰分（不足分） 費消可能な資源の蓄積 

 

◆行政コスト計算書の科目解説◆ 

経常費用 

 業務費用 

 人件費 

職員給与費 職員等に対して勤労の対価や報酬として支払われる費

用 

賞与等引当金繰入

額 

賞与等引当金の当該年度発生額 

退職手当引当金繰

入額 

退職手当引当金の当該会計年度発生額 



 

 

 

その他 上記以外の人件費 

物件費等 

物件費 職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費といった消費

的性質の経費で資産計上されないもの 

維持管理費 資産の機能維持のために必要な修繕費等 

減価償却費 一定の耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の

負担となる資産価値減少金額 

その他 上記以外の物件費等 

その他の業務費用 

支払利息 地方債等に係る利息負担金額 

徴収不能引当金繰

入額 

徴収不能引当金の当該会計年度発生額 

その他 上記以外のその他の業務費用 

移転費用 

 補助金等 政策目的による補助金等 

社会保障給付 社会保障給付としての扶助費等 

他会計への繰出金 地方公営事業会計に対する繰出金 

その他 上記以外の移転費用 

経常収益 

 使用料及び手数料 一定の財・サービスを提供する場合に、当該財・サー

ビスの対価として使用料・手数料の形態で徴収する金

銭 

その他 上記以外の経常収益 

臨時損失 

 災害復旧事業費 災害復旧に関する費用 

資産売却損 資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額

及び除却した資産の除却時の帳簿価額 

投資損失引当金繰

入額 

投資損失引当金の当該会計年度発生額 

損失補償等引当金

繰入額 

損失補償等引当金の当該会計年度発生額 

その他 上記以外の臨時損失 

臨時利益 

 資産売却益 資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額 

その他 上記以外の臨時利益 

 



 

 

 

◆純資産変動計算書の科目解説◆ 

純行政コスト 

 純行政コスト 行政コスト計算書の収支尻である純行政コストと連動 

財源 

 税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税等 

 国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金等 

固定資産等の変動（内部変動） 

 有形固定資産等の

増加 

有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の

増加額または有形固定資産及び無形固定資産の形成のた

めに支出した金額 

有形固定資産等の

減少 

有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び

除売却による減少額または有形固定資産及び無形固定資

産の売却収入、除売却相当額及び自己金融効果を伴う減価

償却費相当額 

貸付金・基金等の

増加 

貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または新た

な貸付金・基金等のために支出した金額 

貸付金・基金等の

減少 

貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付

金の償還収入及び基金の取崩収入相当額等 

資産評価差額 

 資産評価差額 有価証券等の評価差額 

無償所管換等 

 無償所管換等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等 

その他 

 その他 上記以外の純資産及びその内部構成の変動 

 

 

◆資金収支計算書の科目解説◆ 

業務活動収支 

 業務支出 

 業務費用支出 

人件費支出 人件費に係る支出 

物件費等支出 物件費等に係る支出 

支払利息支出 地方債等に係る支払利息の支出 

その他の支出 上記以外の業務費用支出 

移転費用支出 

補助金等支出 補助金等に係る支出 



 

 

 

社会保障給付支出 社会保障給付に係る支出 

他会計への繰出支

出 

他会計への繰出に係る支出 

その他の支出 上記以外の移転費用支出 

業務収入 

 税収等収入 税収等の収入 

国県等補助金収入 国県等補助金の内、業務支出の財源に充当した収入 

使用料及び手数料

収入 

使用料及び手数料の収入 

その他の収入 上記以外の業務収入 

臨時支出 

 災害復旧事業費支

出 

災害復旧事業費に係る支出 

その他の支出 上記以外の臨時支出 

臨時収入 

 臨時収入 臨時にあった収入 

投資活動収支 

 投資活動支出 

 公共施設等整備費

支出 

有形固定資産等の形成に係る支出 

基金積立金支出 基金積立に係る支出 

投資及び出資金支

出 

投資及び出資金に係る支出 

貸付金支出 貸付金に係る支出 

その他の支出 上記以外の投資活動支出 

投資活動収入 

 国県等補助金収入 国県等補助金の内、投資活動支出の財源に充当した収

入 

基金取崩収入 基金取崩による収入 

貸付金元金回収収

入 

貸付金に係る元金回収収入 

資産売却収入 資産売却による収入 

その他の収入 上記以外の投資活動収入 

財務活動収支 

 財務活動支出 

 地方債償還支出 地方債に係る元本償還の支出 



 

 

 

その他の支出 上記以外の財務活動支出 

財務活動収入 

 地方債発行収入 地方債発行による収入 

その他の収入 上記以外の財務活動収入 

 

 


